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83.地域拠点の役割と位置づけ方針に着目した都市構造のあり方に関する研究
一都市計画マスタープランを策定している全国の中規模都市を対象として一
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This paper aims to clarify the institution and designation policy of centres in city planning master 
plan, and to acquire the fundamental knowledge for the preferable urban structure. The results are as 
follows. Not only land use district, centers are located in citywide, including outside of city planning 
areas. Branch office and station have been chosen many centers, and therefore the traffic and 
administrative function have a significant impact on the concept of urban structure as the designated 
policy of centers. But hierarchy of the catchment area is not set in most cities, and catchment area is 
not designated as walkable neighborhood area.
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1.研究の背景と目的
近年、地方都市では人口の減少や高齢化、中心市街地の
衰退などの問題が深刻化 し都市の持続可能性が危ぶまれて
いるが、持続可能な都市を構築するためにコンパクトな都
市構造が提唱されるようになるな ど、都市構造のあ り方が
重要 となってきている。各自治体で策定 される市町村の都
市計画に関する基本的な方針である都市計画マスタープラ
ン(以下、都市マス)で も、中心市街地活性化の方針を示
すだけでなく、都市の様々な場所に地域住民の生活を支 え
る機能の集積地(拠点や核など)を位置づけ、それらを公
共交通によってネットワークさせるなどの方針が多 くの自
治体でみられ、都市構造に対する意識の高さが伺える。
　しかしここで課題 となるのは、自治体によってはそれら
拠点の役割や具体的な範囲が必ず しも明確になっていない
ことである。その結果、拠点を構築するため具体的な誘導
施策を行 うまでには至っていないとい う現状がある(1川。
今後、拠点をネットワークさせた都市構造を実現化する
ための方策の実効性を得るには、まず拠点の役割 とその拠
点を位置づけるための方針を明 らかにし、目指すべき都市
構造のあり方を明確 にすることである。現在全国で作成 さ
れている都市マスにおいて、各自治体による拠点の位置づ
け方の現況を明 らかにすることは、今後、望 ましい拠点の
配置 と公共交通でネットワークされた都市構造を考えてい
く上で重要な知見が得 られると考えられる。
　既往研究 として、地域拠点の階層性については、車利用
の削減2)や移動時間の短縮3)など交通計画論 としての研
究がある。集約型都市構造における拠点についての都市計
画論 としては、各都市における実践的研究4)5)や欧米の都
市におけるセンターについての計画論を整理 したもの6)7)
な どがある。 また、白地地域 と都市計画区域外における都
市マスの記載内容 と現状を明 らかにする上で地域拠点の構
成要素を整理 したもの8)があるが、全国の中規模都市の
地域拠点について、地域拠点の役割や階層性、位置づけ方
針 について包括的に分析されたものはみられない。
本研究は、全国の中規模都市を対象 として、都市マスに
位置づけられている地域拠点の役割や階層化の状況、位置
づけ方針を明 らかにすることを目的 とする。以上のことを
全国で傭轍することで各自治体が考えている地域拠点像を
検討 し拠点を構築する具体的な誘導施策を立案するための
基礎的な資料を提供するものである。
研究の方法は以下の通 りである。
第一に、都市マスに位置づけられている全ての地域拠点
について分析 し、その中心に据えた機能により分類するこ
とで、自治体が地域拠点に求めている役割を明 らかにする。
第二に、地域拠点が受け持つエ リア(サービスを受け持
つエリア)の存在 とエリアの特1生をみることで、地域拠点
が受け持つエ リアの階層性を明 らかにする。
第三に、そのエ リア特性ごとに中心施設の位置づけ方を
整理することで、都市毎の地域拠点の位置づけ方針を明ら
かにし、拠点の設置密度も踏 まえながら考察する。
2.調 査概要
2.1調査方法
本研究では、全国の人口10万から50万人の都市(2)に
おいて都市マスを定めている186都市 を対象 とし、都市
マスの文献調査、市役所担当部署への電話 ヒアリング調査
および一部都市への訪問調査 ・踏査によりデータを収集 し
た。調査に用いた都市マスは平成25年12月現在で最新
のものとし、電話ヒアリングおよび訪問調査 ・踏査は平成
25年4月から平成26年3月 にかけて行った。
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2.2対象都市の選定と概要
本研 究の対象である186都市の中か ら都市マスにお
いて地域拠点(3)を設定 している都市は166都市であ り、
1241の地域拠点を抽出 した(表1)。地域拠点を設定して
いない都市は20都市であ り、その中には地域拠点形成の
構想はあるが実際に設定 されていない3都 市 も含 まれる。
また、中心市街地(中心拠点)や近隣都市にある都市機
能に対 して比較的容易にアクセスできる大都市圏内で求め
られる地域拠点の役割は、市域面積が大 きく中心拠点や他
都市 と距離がある 「地域」にある大都市圏外で求め られる
地域拠点の役割 とは異なる。 また、地域拠点の配置された
区域区分をみることで、その自治体が地域拠点に求めてい
る役割の違いをみることができると考える。そこで、平成
22年の国勢調査に基づ く大都市圏(4)の内外及び線引きの
有無で都市特性を把握 し、地域拠点の立地状況を整理した
(表2)(表3)。
大都市圏内では、大半の都市(79/93都市)が線引き都
市である。次に用途地域の内外の状況をみると半数以上の
都市(58/93都市)が用途地域のみに地域拠点を配置して
お り、大都市圏外(21/73都市)と比べてその割合が高い。
また、大都市圏内には非線引 きの都市 もあるが、用途の指
定されていない地域 に地域拠点が配置されることはない。
一方、大都市圏外では用途が指定されていない都市計画
区域にも地域拠点が配置 されている。また、大都市圏外で
最 も多い地域拠点の配置パタンは都市計画区域外 も含むも
のであ り(28/73都市)、大都市圏外の方がより広範囲に
おいて地域拠点の設定が考えられている。
3.都 市マスにおける地域拠点の設定
3.1拠点の中心の種類とその立地状況
本研究において抽出した地域拠点の中心に据えた都市機
能(以下、拠点の中心)を 明らかにする。都市マスをみる
と拠点の中心施設を明記 しているものもあるが、その書 き
ぶ りは様々である。拠点の中心を確認するため市役所へ電
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話ヒアリングすることで、拠 点の中心を明 らかにした(5)。
この結果から、拠点の中心を機能別に分類 し、大都市圏内
外及び地域拠点の用途地域内外の立地状況により整理 した
(表4)。これ らをみると、拠点の中心には多様な設定がな
されていることが分かる。 また、大都市圏内外 に因 らず、
駅や支所・出張所が多 く位置づけられていることが分かる。
まず、種類別項目別にその拠点数を分析する。
種類別では行政系が597拠点 と最 も多 く、項目別内訳
は、支所 ・出張所が336拠点、公民館127拠点、合併前
の市町村 ・地域の中心が55拠点 と多 くなってお り、その
項 目の種類 も多い。公民館が多 くなっているのは市民セン
ターなどとする支所 と公民館を併設した施設によるもので
ある。元か ら併設 させて建設 した もの も多いが、表9中
の秋田市のように市町村合併や施設の老朽化を契機 として
施設を複合 させ行政改革(「都市内地域分権」)としてエ
リアを再編 し、拠点の中心を設定している都市 もある。
交通系地域拠点は490拠点 と多いが、大半は駅475拠
点が占めてお り、バスなど他の公共交通は少ない。
商業系地域拠点は、商業業務地やロードサイ ド店などで
の商業機能の集積が64拠点 と多い。一方、商店街は8拠
点 と少なく、地域生活により密着していると考えられる商
店街を中心 として位置づけることは少ないことが分かる。
住居系地域拠点は、施設ではな く既存集落等の住居系エ
リア全体を拠点 として位置づけたことを示 している。
医療福祉系地域拠点も少ないが位置づけられている。
次に、 それぞれの施設の立地状況の特1生を分析する。
駅475拠点は、大都市圏内外 に関わ らず多いが、大都
市圏内の方がその割合(321/686拠点)は 高 く、大都市
への通勤等で駅の重要性が高いことを示 している。また用
途地域への立地がその大半を占めている。
支所 ・出張所336拠点は、大都市圏外の方がその割合
(228/656拠点)は高 く、さらに用途のないエリアにも多
く立地 していることから、地方都市の周辺部では都市機能
の集積がなく、支所を位置づけている方針が読み取れる。
公民館127拠点、 コミュニティセンター25拠点 は、
大都市圏内の用途地域内で多 く位置づけられている。
商業系用途地域16拠点は、全て大都市圏外であ り、施
設ではなく商業・近隣商業地域のエリアを位置づけている。
用途地域外にも多 くの地域拠点が配置 されているが、例
えば、支所周辺に地域拠点を定めている霧島市では、平成
の大合併前は都市計画区域外であった地域拠点の周辺地域
に都市計画区域を定めるという方策を とる都市 もある。
3.2平成の大合併と地域拠点の関係
支所に関しては、平成の大合併(以下、平成合併)に よ
り廃止 された旧市町村の役場をそのまま地域拠点 として位
置づけている場合が多い。表5は 廃止 した旧市町村 の旧
役場(現在の総合支所等)で ある支所 ・出張所を中心に据
えた地域拠点数を示 している。大都市圏内外で多 く位置づ
けられているが、大都市圏外の方が平成合併による支所 ・
出張所の割合(62%)が高 くなっている。
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型」は74都市 と多い。何 らかのエリアが設定 されるのは
全92都市ある。市全域に1種 類のエ リアを定めた 「エリ
ア1層型」は34都市である。エ リアー層型であるが、そ
の上にエ リアのない地域拠点 も設定している 「エ リアなし
+エ リア1層 型」が38都市 と多い。これに対 し、2種類
のエ リアが階層的に設定されている 「一部エ リア2層 型」
は1都 市、「エ リア2層 型」は3都 市、「エ リアなし+エ
リア2層型」は6都 市 と少ない。
4.2地域拠点の受け持つエリアのパタンとその特徴
地域拠点が受け持つエリアの設定の仕方は大 きく2つに
分類できる(表7)。「一般的なエ リア設定」は支所の管轄
区や中学校区な ど一般的に用いられている地域区分 をその
まま地域拠点の受け持つエ リアとして設定 しているもので
ある。「新たなエリア設定」は都市マスにおいて新たに地
域拠点の受け持つエリアとして設定しているものである。
前章でもみたように、平成合併前の旧町村の役場や中心
を地域拠点の中心に据 えることが多い。そのため、市域全
体 を分割する地域拠点の受け持つエリアのパタンでは平成
合併によりで きた支所管轄区が58都市 と大半を占める。
中学校区や公民館区など、 より小 さな範囲でエ リアを設
定している都市 もあるが、それぞれ1都 市ずつ と少ない。
また、一般的なエリア設定を用いている都市が81都市あ
るのに比べ、地域性などを考慮 しながら新 しく地域拠点の
受け持つエリアを設定 している都市 も14都市ある。例 え
ば、富山市では概ね平成合併の区分であるが旧富山市域を
河川や小中学校区で区分 している。苫小牧市は市域の一部
である市街化区域 を河川で6分 割 している。また、福井
市の ように市街地部では2～3の 、農山村漁村部では1
～3の 中学校区の まとまり毎 に1つ の地域拠点を設定す
るな ど、地域に応 じてまとまりの大きさを変えている都市
もある。 また、表8を み ると、エ リアが複層 している場
合の組み合わせでも、大半の都市で平成合併によりできた
支所管轄区を設定していることが分かる。
市域全体を分割しているエ リアの大きさをみると、中学
校区よりも大 きな単位が多 く、歩いて地域拠点を利用する
とい う想定がなされていないと考えられる。自動車に依存
しない歩いて暮 らせる街を目指すことを掲げる都市マスも
多 くみられるが、それらの都市の受け持つエ リアをみても
必ずしも、そのようにはなっていないのが現状である。
5.地域拠点の位置づけ方針とその特徴
5.1地域拠点の位置づけ方針
3章の地域拠点毎の中心施設の分析では、駅 と支所で
786拠点(/1241拠点)と 大半を占めていることが明 ら
か となっており、地域拠点の重要な位置づけ方針 となって
いると考えられる。また、地域拠点 とは生活を支える拠点
であ り、元来、商業機能が必要 とされている。そこで本章
では、これ ら3つの機能 と、それ以外の機能を 「その他」
として、各都市の位置づけ方針を計15パタンに分類 した。
この分類をエ リア設定毎にみたの もが表9で ある。
表9全 体をみると、地域拠点の中心施設として大半を占め
た駅 と支所が、地域拠点の位置づけ方針においても、駅中心
型、支所中心型、駅と支所をともに位置づけ方針とした駅+支
所型として多くの都市で重視されていることが分かる。
位置づけ方針の項 目別でみると、駅中心型が最 も多 く
63都市であり、 うち48都市が大都市圏内の都市である。
次いで、駅+支 所型が多 く30都市である。駅中心型で
は大都市圏内の都市が大半であったが、駅+支 所型では
30都市中13都市 とな り、大都市圏内外 でほぼ同程度の
割合 となる。例えば、大都市圏外の長崎市では合併の履歴
により設置されてきた島部や山間部を含めた18の支所が
駅 とともに地域拠点 として位置づけ られている。
支所中心型 も比較的多 く23都市であ り、 うち17都市
が大都市圏外の都市である。例えば、大都市圏外の長岡市
では平成合併により周辺10市町村 を編入したが、その全
ての旧役場(現在の支所)を地域拠点の中心に据 えている。
商業中心型には7都 市のみが分類 され、駅中心型や支
所中心型に比べ少ない。商業のみが位置づけられているの
は5都 市 しかないことか ら、商業機能のみを考慮 して地
域拠点の位置づけ方針 とすることは少ないことが分かる。
次に、各階層パタン毎にその特徴をみていく。
「エリアなし+エリア2層 型」では、平成合併をエリアとす
る場合が多いが、支所以外の機能も多 く位置づけられている。
特に最も多くの地域拠点を位置づけている高崎市や、「駅 ・支
所 ・商業型」の福山市と新発田市などでは、階層の多さに伴
いより多くの地域拠点が位置づけられていることが分かる。
「エリアなし+エリア1層型」には最も多 くの位置づけ方針
のパタン(11パタン)が含まれる。
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「エリアなし型」では多くの都市で駅を中心に位置づけ方針
をとっており、特に駅のみの方針 としている都市も28都市ある。
一方でエリアなし型でその他の方針をとる都市では、地域拠点
の中心が多様に位置づけられている。例えば、つくば市などで
は近年の沿線開発に伴う新規造成する住宅団地を、これまで
開発されてきた市街地とともに地域拠点に位置づけている。ま
た、別府市では別府八湯と呼ばれる温泉地を地域拠点の中心
として位置づけている。別府市では地区ごとに銭湯をもってお
り、公民館と併設している場合も多く、いまも毎晩銭湯に通う
というライフスタイルがある。別府市の位置づけ方は、そのよ
うな地域特有のライフスタイルに合わせた地域拠点の位置づ
け方針として、特に特徴的な例である。
地域の状況や特性に応じて柔軟に地域拠点を設定している
ことが、我が国の都市構造 における拠点設定の特徴のひとつ
である。また、拠点設定の根拠が明確でない都市も多いが、
地域拠点の設定基準を明確化し、都市の中で拠点性のある所
に地域拠点を設定していくという方針をとっている都市もある。
例えば高松市では、駅や支所を中心に据えながらも、具体的
な人口や都市機能の集積状況を地域拠点の設定要件として、
都市マスに明記している。このような方法は都市機能の集約を
実現化していく上で有効な手段のひとつであると考えられる。
5.2地域拠点の設置密度
4章では地域拠点のエリア設定をみたが、多 くの場合、
歩いて到達できる範囲とは言い難い大 きさで設定されてい
ることを明 らかにした。 ここでは市域内の全ての地域拠点
をみることで、地域拠点の設置密度について考察していく。
市域における可住地面積(6)を拠点の数(地 域拠 点に中
心拠点を加えた数)で除 した値を地域拠点の設置密度 とし、
地域拠点 との関係を表 したものが図2で ある。この値は
市民の住 まいか ら歩いて到達できる範囲に拠点が存在 して
いるかの目安 となり得る。歩ける範囲 として概ね1km圏
内(3.14k㎡)を目安 とすると、設置密度が3.1k㎡以下 とな
るのは越谷市、所沢市、ふじみ野市、宝塚市、春日市での
みであり、全て大都市圏内の都市である。
最 も密度の高い所沢市(2.7k㎡)では、11の 「まちづ く
りセンター」の他に市内の主要な駅 と商業集積地を地域拠
点 として位置づけており、歩ける範囲に地域拠点が存在す
る。このまちづ くりセンターは行政改革として支所 と公民
館が組織統合されたものである。これまでは公民館 よりも
支所の方が地域 とのつながりが強かったが(7)、一体 とな
ることでこれ まで以上に 「地域活動の拠点」 としてコミュ
ニティの醸成 と構築 が期待されている9)。越谷市(2.9k㎡)
も所沢市 と同様に、公民館 と出張所を併設させた複合施設
や駅等を位置づけている。所沢市 と同じ最小値 となる春 日
市(2.7k㎡)や、ふじみ野市(2.9k㎡)では、市域面積 と可
住地面積が非常 に小 さいために市内の駅 と2、3箇所の商
業地区を位置づけるだけで歩ける範囲に地域拠点が存在す
ることになる。宝塚市(2.9k㎡)では、山間部には支所が
1箇所のみであるが市街地部では駅や団地のセンターや近
隣商業地等を細か く位置づけている。
また、大都市圏に比べ、大都市圏外の都市では可住地面
積が広 く分布 してお り、歩ける範囲に地域拠点を配置する
には、相当数の拠点設置が必要になることが分かる。地域
拠点 としてそれほ どの数を位置づけるのは現実的には難し
いことが予想されるため、拠点の位置づけに加え、自宅か
ら拠点へのアクセスを確保 していくことが必要 となる。
6.ま とめ
本研究により得 られた結果は下記の通 りである。
1:地域拠点は、用途地域が指定してある市街地だけでは
な く、用途指定のない地域を含めた市域の広範囲に配
置されている。特に大都市圏内では用途地域のみに配
置 している都市の割合が高いが、大都市圏外では都市
計画区域外を含めた広域に地域拠点を配置 しているた
め、地域拠点に求めている役割は大都市圏内外で差異
がみられた。
2:拠点の中心には駅や支所が多 く、都市構造のあり方を
決める重要な役割 を求め られていると考 えられるが、
大都市圏内外でそのあ り方は異なる。
3:地域拠点の受け持つエリアが不明瞭でエリアを設定 し
ない都市 も多 く、地域拠点の階層性は、あまりみられ
ない。また、エ リアが階層化 している場合でも、平成
合併前の旧町村界 としている場合が多い。一方で、都
市マスにおいて新 しくエリアを定めた り、行政改革 と
して地域拠点を中心 として地域を再編 した りしている
都市も少ないが存在 している。
4:多くの都市で駅 と支所 を中心 とした地域拠点の位置づ
け方針が とられている一方で、商業機能のみを地域拠
点に位置づけ方針 とする都市は僅かである。
5:地域拠点の設置密度をみると、歩ける範囲程度に地域
拠点が配置された都市は僅かであ り、それらはいずれ
も大都市圏内の都市である。
以上の結論によって、以下のようなことが分かった。
全国の中規模都市では、駅や支所が拠点の中心 として多
く位置づけられてお り、それ らは都市構造のあり方を考え
る上で重要な拠 り所 となっている。一方で、柔軟な拠点の
位置づけもされてお り、地域に即 した拠点の設定がなされ
ていると考えられる。しかしなが ら、地域拠点の受け持つ
エ リアは広い面積で考 えられることが多 く、階層性がある
場合でも、徒歩圏や近隣レベルでの階層の設定 までには
至っていない。また、拠点の中心 とエリアの設定の関係が
曖昧である都市 も多 く、今後は拠点の役割を明確に方針づ
けながら都市構造を考 えていく必要がある。 また、駅が多
く設定されている一方で、駅のない地域において他の公共
交通 が設 定 され るこ とは少 な く商業系 の位置 づ け も少 な
い。特 に地方都市では都市計画区域外 な どの公共交通の利
側 生や生活利便施設の集積 が必ず し も高 くない と考 え られ
る場所 に も地域拠点が設定 されていることか ら、地域 の実
状 を考慮 した 日常生活を支 える拠点の構築 が課題 であ る。
【補注】
(1)先行研究 として平成22年度に全国95の地方自治体 に行 っ
たアンケー トによると、地域拠点の具体的な範囲を決めておら
ず、今後決める予定もない自治体が大半であった。地域拠点の
像が明確化されていないことからこのような課題を見出した。
(2)人口の少ない都市は複数の拠点を もつ ことは少ない と判断
し、人口10万人以上 と設定 した。 また、50万人以上の大都市
および東京都 と大阪府の都市においては様々な圏域が重層 して
お り、都市の圏域が明瞭ではない と判断 し、対象外 とした。また、
東日本大震災の影響により都市構造や都市計画が今後大 きく変
わると予想 される岩手県、宮城県、福島県 も対象外 とした。
(3)本研究における地域拠点 とは、都市マスにおいて中心市街
地 として設定 された拠点(中 心拠点等)以 外の、住民の日常生
活の利便性向上のための拠点 とする。 したがって、非 日常的な
利用が想定されているレクリエーション拠点や観光拠点、 日常
生活の利便性 とは無関係な工業拠点や緑の拠点等は含 まない。
(4)本研究では、平成22年度国勢調査に基づ く総務省統計局の
定義による大都市圏の周辺市町村を大都市圏内の都市、それ以
外を大都市圏外の都市 とした。
(5)本研究における拠点の中心の抽出フローを以下に示す。
抽出結果を拠点の中心 とし、表4で 都市機能毎に分類 している。
(6)総務所統計局のデータを参照 している。
(7)所沢市役所 コミュニティ推進課及び所沢 まちづ くりセ ン
ターセンター長へのヒアリングによる。
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